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序  章 

 

１ 計画作成の背景と目的  

本市は埼玉県北部に位置し、市の北には利根川、南には荒川が流れ、市域にはこの二大水系

に属する中小河川や用排水路が流れる肥沃な土地が広がっています。 

本市は先人の郷土愛とたゆまぬ努力によって、恵まれた自然と輝かしい歴史を大切に受け継

いできました。市内には、国宝の金錯銘鉄剣等が出土した特別史跡の埼玉古墳群、国指定史跡

の南河原
みなみかわら

石塔
いし と う

婆
ば

、忍
お し

藩１０万石の拠点であった忍
おし

城
じょう

跡、日本一の生産量を誇った足袋産業の栄

華を伝える足袋
た び

蔵
ぐ ら

など、古代から近代に至る数多くの文化財が残されています。平成２９年（２０１

７）の日本遺産「和装文化の足元を支え続ける足袋蔵のまち行田」認定を契機に、文化財を観光

振興や歴史的景観に活かすまちづくりへの取組の重要性が増してきました。 

現在、本市では行田市基本構想を中心とした様々な分野における計画が策定・実施されてい

ます。文化財の保存と活用のための様々な取組は、歴史文化の継承とそれを活かしたまちづくり

を主題としており、中長期的な視野のもと、本市の他の計画と取組ごとに有機的なつながりをもっ

て事業を進めていくことが重要です。 

また、多くの地方都市と同様に、本市においても少子高齢化や人口減少が進んでおり、地域の

コミュニティ意識の希薄化が危惧されています。そうした状況は、文化財を守る担い手の不足や、

歴史文化への関心の低下、郷土意識の低下、文化財の滅失及び散逸をもたらしかねず、さらに

文化財を守り伝えてきた担い手の世代交代によって、地域で暮らす人々と文化財との結びつきが

薄れていく懸念があります。大規模地震や、気候変動により激甚化の傾向がある豪雨などの自

然災害に備える「文化財の防災」や、人為的な汚破損、盗難の被害に備える「文化財の防犯」に

ついても改めて対策を講じなければいけません。さらに、このような地域事情の変化を背景として、

文化財を積極的に活用して、新たなまちづくりや地域活性化につなげることへの期待は今後も高

まっていくと考えられます。 

国は、これまで価値付けが明確でなかった未指定を含めた文化財をまちづくりに活かしつつ、

地域社会総がかりで、その継承に取り組んでいくことを目的として、文化財保護法 (以下「法」と

いう。)を改正して、平成３１年（２０１９）４月に施行しました。改正法では、地域における文化財の

総合的な保存・活用の促進、個々の文化財の確実な継承に向けた保存活用制度の見直し、地方

における文化財保護行政に係る制度の見直しが規定されました。文化財の計画的な保存・活用

の促進において、都道府県は域内の文化財の保存・活用の基本的な方向性・方針などを示す大

綱を策定できるようになり、市町村は大綱を勘案しつつ、文化財の保存・活用に関する総合的な

計画を作成し、文化庁長官の認定を受けることができるように定められました。 

埼玉県は、令和２年（２０２０）３月、すべての県民が地域の文化財等と触れ合う機会を増やし、

その価値を知って地域に愛着と誇りを深めるとともに、地域総がかりで文化財の適切な保存・活

用の促進を目指し「埼玉県文化財保存活用大綱」を作成しました。 



 

2 

国・埼玉県の動向を鑑みて、本市は、文化財に関する現状を分析し、浮かび上がった課題を克

服し、適切な文化財の保存と活用を行うことを目的として行田市文化財保存活用地域計画（以

下「本計画」という。）を作成しました。本計画は、本市全体の様々な文化財を総合的・一体的に

保存・活用し、豊かな暮らしと未来をひらくための基本方針と行動計画です。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、法第１８３条の３に位置づけられた文化財の保存・活用に関する総合的な法定計画

であり、令和２年（2020）に策定された「埼玉県文化財保存活用大綱」を勘案して作成しました。

さらに「行田市基本構想・実施計画」や「行田市教育大綱」を反映させるとともに、本市の歴史文

化に関わる様々な分野の個別計画との調整、連携及び整合を図ります。 

本計画は、文化財の保存・活用の長期的な基本方針を定めるマスタープランと、短期的に実施

する具体的な措置を記載するアクションプランの両方を担うものとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の位置づけ 

 

3 計画作成について 

(1)作成の経過  

本計画は、令和３(2021)年度から作成準備を進め、令和４(2022)年度に文化財保存活用

地域計画協議会を立ち上げて作成作業に入りました。令和４～6(２022～2024)年度に文化庁

の地域文化財総合活用推進事業（文化財保存活用地域計画作成）の採択を受けました。主な

作成の経過は以下の通りとなります。 
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令
和

期日 項目 備考

12月 10日(金) 行田市文化財保存活用地域計画開始

３月１８日(金)～ 市民アンケート実施
3000人対象
回答６２３ 通 （回収率２０ ．８%)

行田市文化財保存活用地域計画協議会設置要綱施行

令和4年度地域文化財総合活用推進事業
（文化財活用地域計画作成）　採択

５月１日(日) 会計年度任用職員2名雇用
文化財の現状把握 等
実施計画作成に関わる業務に従事

7月23日(土)　
オープンハウス式　市民説明会
第１回「みんなでまなぼう 地域の文化財」

場所：星河公民館

８月28日(日)　
オープンハウス式　市民説明会
第2回「みんなでまなぼう 地域の文化財」

場所：埼玉公民館

9月 １日(日) 行田市文化財保存活用地域計画協議会委員　委嘱 ～令和6年8月31日まで

９月21日（水）
令和４年度第１回行田市文化財保存活用地域計画協議会
開催

会長・副会長選出
計画作成の基礎的部分を確認

９月25日(日)　
オープンハウス式　市民説明会
第3回「みんなでまなぼう 地域の文化財」

場所：忍・行田公民館

９月29日(水)　 文化庁　協議
場所:文化庁
協議段階での内容について助言と質疑

２月18日（土)
第1回ワークショップ
「-行田市文化財保存活用地域計画をつくるために-」開催

２月25日（土)
第2回ワークショップ
「-行田市文化財保存活用地域計画をつくるために-」開催

２月1日（水)
令和４年度第２回行田市文化財保存活用地域計画協議会
開催

計画作成の進捗確認と質疑・提言

3月15日（水)
令和４年度第3回行田市文化財保存活用地域計画協議会
開催

計画作成の進捗確認と質疑・提言
令和5年度のスケジュール確認

3月29日（水) 文化庁　協議
場所:文化庁
協議段階での内容について助言と質疑

4月3日(月)
令和5年度地域文化財総合活用推進事業
（文化財活用地域計画作成）　採択

7月8日(土) みんなでまなぼう　地域の文化財シンポジウム 開催
講師：成城大学文芸学部教授　小島 孝夫氏
　　　 埼玉大学名誉教授　田村 均氏
        本市文化財保護課　中島 洋一氏

10月１日(日) 行田市文化財保存活用地域計画協議会設置要綱 一部改正 教育委員会組織改編のため

1月25日（木) 文化庁　協議
場所:文化庁
協議段階での内容について助言と質疑
認定申請へ向けてのスケジュール確認

3月1日（金) 文化庁　協議

場所:文化庁
協議段階での内容について助言と質疑
認定申請へ向けてのスケジュール確認
現地視察の打ち合わせ

3月26日（火)
令和5年度第１回行田市文化財保存活用地域計画協議会
開催

計画作成の進捗確認と質疑・提言
認定申請へ向けてのスケジュール確認

3月29日（金) 文化庁調査官による現地視察 調査官１名　計画作成への助言と市内文化財の視察

4月１日(月)
令和6年度地域文化財総合活用推進事業
（文化財活用地域計画作成）　採択

5月２２日（水) 文化庁　オンライン協議
協議段階での内容について助言と質疑
認定申請へ向けてのスケジュール確認

８月２６日（月）
令和6年度第１回行田市文化財保存活用地域計画協議会
開催

計画作成の進捗確認と質疑・提言
認定申請へ向けてのスケジュール確認

3月26日（水) 令和6年度２月定例教育委員会 市民意見の募集(パブリックコメント)を報告

２月１０日(月）～
3月１１日(火)

市民意見の募集(パブリックコメント)募集

3月１７日（月)
令和6年度第2回行田市文化財保存活用地域計画協議会
開催

市民意見の募集(パブリックコメント)結果に
ついて報告
計画(案)を承認

3月19日(水) 令和6年度第３回行田市文化財保護審議会開催 計画(案)について意見聴取

3月26日（水) 令和6年度3月定例教育委員会

「行田市文化財保存活用地域計画」　認定申請

7
年
度

「行田市文化財保存活用地域計画」　認定
  前期計画開始

6
年
度

地域に残る文化財を素材として
ストーリーを組むワークを実施
場所：行田市郷土博物館

3
年
度

４
年
度

4月1日(金)

5
年
度
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(2)行田市文化財保存活用地域計画協議会  

法第 183 条の 9 の規定に基づいて設置された、本計画の作成及び実施に関わることについて

協議し、資料の提供・意見の表明・説明その他必要な協力をする協議会です。文化財に関係す

る機関又は団体の代表者・歴史及び文化財についての有識者・商工及び観光に関わる機関又は

団体の代表者・本市の関係部局職員・公募した市民・及び県文化財主管課で構成しています。

本計画は、以下の協議会委員より意見を聴取し、作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)行田市文化財保護審議会  

本計画を含め、文化財の保存・活用に関する事項について教育委員会の諮問に応じて、調

査・審議を行う審議会です。文化財についての有識者で構成しています。法第１８３条の３第３項

の規定に基づき、本計画は、以下の審議会委員より意見を聴取し、作成しました。 
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4 計画期間 

本計画の計画期間は、中長期的な視点を持つことを重視し、令和７（２０２5）年度～令和１6（２

０３4）年度の１０年間とします。令和７（２０２5）年度～令和１０（２０２8）年度を前期、令和１１（２０

２9）年度～令和１3（２０３1）年度を中期、令和１4（２０３2）年度～令和１6（２０３4）年度を後期と

します。 

 

 

 

 

 

 

5 本計画で対象とする「文化財」・「歴史文化」の定義  

本計画で保存・活用の対象とする「文化財」、「歴史文化」について、次のとおり定義します。 

「文化財」は、法で、「有形文化財」、「無形文化財」、「民俗文化財」、「記念物」、「文化的景観」

及び「伝統的建造物群」の６類型に加えて、土地に埋蔵されている文化財（主に遺跡といわれて

いる場所）である「埋蔵文化財」と、文化財の保存のために欠くことのできない伝統的な技術又は

技能である「文化財の保存技術」とされています。この「文化財」の中には未指定のものが含まれ

ています。 

本計画で対象とする「文化財」は、法で示されている内容に加えて、法の定義に当てはまらない、

一般的な道路や建物がつくる風景 (「水城
すいじょう

公園
こ うえん

」や「古代
こ だ い

蓮
はす

の里
さ と

」などの風景)や昔話、地名の由

来など本市で地域固有の歴史を語る上で欠かせない、市民が守り伝えていきたいと思う有形・無

形のモノ・コトなどを含めた言葉として使用します。 

「歴史文化」は、文化庁パンフレット「地域総がかりでつくる文化財保存活用地域計画－歴史

文化で魅力ある地域へ－」が示す、環境を総体的に把握した概念を表す言葉として使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度
(2025)

令和８年度
(2026)

令和９年度
(2027)

令和１０年度
(2028)

令和１１年度
(2029)

令和１２年度
(2030)

令和１３年度
(2031)

令和１４年度
(2032)

令和１５年度
(2033)

令和１6年度
(2034)

前 期 中 期 後 期


